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2025年３月４日 

各 位 

  

会 社 名： ノ ー リ ツ 鋼 機 株 式 会 社 

代表者名： 代表取締役ＣＥＯ 岩切 隆吉 

(コード：7744 東証プライム市場) 

問合せ先： 取 締 役 Ｃ Ｆ Ｏ 横張 亮輔 

 (TEL： 0 3- 3 50 5 -5 053 ) 

 

 

その他の関係会社の異動（予定）に関するお知らせ 
 

 

ノーリツ鋼機株式会社（以下、「当社」）は、2025 年２月 20 日付「主要株主である筆頭株主

の異動（予定）に関するお知らせ」で公表いたしましたとおり、主要株主である筆頭株主の異

動に伴い、その他の関係会社に以下のとおり異動が生じる見込みとなりましたので、下記のと

おりお知らせいたします。 

 

 

記 

 

 

１．異動予定年月日 

2025年４月１日 

 

２．異動が生じる経緯 

当社株主である株式会社サンクプランニング（以下、「サンクプランニング」）より、サンク

プランニングの株主である西本興産株式会社（以下、「西本興産」）を存続会社とし、サンクプ

ランニングを消滅会社とする吸収合併を行うことに伴い、サンクプランニングが保有する当社

株式が西本興産に承継される予定である旨の報告を受けました。当該吸収合併が実行された場

合、当社株主であるサンクプランニングがその他の関係会社に該当しないこととなり、サンク

プランニングの株主である西本興産が、その他の関係会社となることを確認いたしました。 

 

３. 異動するその他の関係会社の概要 

(1) その他の関係会社に該当することとなる株主（存続会社）の概要 

名 称 西本興産株式会社 

所 在 地 和歌山市西高松一丁目３番１号 

代表者の役職・氏名 代表取締役  西本 佳代 

事 業 内 容 不動産賃貸業及び株式、債券等の金融商品の保有・売買及び運用 

資 本 金 100 百万円 

設 立 年 月 日 1975年２月４日 

大株主及び持株比率 西本 佳代                                       100.00％ 

上場会社と当該株主

の関係 
資本関係 

当社議決権を 43.21％間接所有しております。 

（2024 年 12 月 31 日現在） 

人的関係 該当事項はありません 

取引関係 該当事項はありません 
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(2) その他の関係会社に該当しなくなる株主（消滅会社）の概要 

名 称 株式会社サンクプランニング 

所 在 地 和歌山市西高松一丁目３番１号 

代表者の役職・氏名 代表取締役  西本 佳代 

事 業 内 容 株式、債券等の金融商品の保有・売買及び運用 

資 本 金 100 百万円 

設 立 年 月 日 1983年３月１日 

純 資 産 11,388百万円（2024年３月 31日現在） 

総 資 産 11,397百万円（2024年３月 31日現在） 

大株主及び持株比率 西本興産株式会社                                  100.00% 

上場会社と当該株主

の関係 
資本関係 

当社議決権の所有割合 43.21％ 

（2024 年 12 月 31 日現在） 

人的関係 該当事項はありません 

取引関係 該当事項はありません 

 

４. 当該株主の所有する議決権の数（所有株式数）及び総株主の議決権の数に対する割合 

(1) 西本興産株式会社 

 議決権の数（議決権所有割合） 

直接保有分 合算対象分 合計 

異動前 

（2024 年 12 月 31 日現在） 
－ 

154,192 個

（43.21％） 
154,192 個

（43.21％） 

異動後 
154,192 個

（43.21％） 
－ 

154,192 個

（43.21％） 

 

(2) 株式会社サンクプランニング 

 議決権の数（議決権所有割合） 

直接保有分 合算対象分 合計 

異動前 

（2024 年 12 月 31 日現在） 

154,192 個

（43.21％） 
－ 

154,192 個

（43.21％） 

異動後 － － － 

（注）１. 議決権を有しない株式として発行済株式総数から控除した株式数 507,472 株 

２. 発行済株式総数 36,190,872 株 

３. 総株主の議決権の数に対する割合については、小数点第三位以下を切り捨てて表示

しております。 

 

 

５．開示対象となる非上場の親会社等の変更の有無等 

本件により、西本興産株式会社は、開示対象となる非上場の親会社等となります。 

 

 

６. 今後の見通し 

本件による当社の経営体制及び業績に与える影響はございません。 

 

 

以 上 


